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要約

 母親自身の平等主義的性役割態度と，社会で共有されている性役割規範との間のギャップが，母親の就業行動と育児サポ

ート受領に与える影響について検討した．その結果，①母親自身の性役割態度が伝統的だと就業しない傾向があった，②母

親の性役割態度が平等主義的でも，社会のそれが伝統的でその差が大きい場合，就業しない傾向があった，③母親の性役割

態度が平等主義的だと，配偶者と実父母，専門家からの育児サポート受領は増加する，④たとえ母親自身の性役割態度が平

等主義的であっても，社会の性役割規範が伝統的で自分の考えとの差が大きい場合，配偶者と実父母からの育児サポート受

領は減少する，ということが明らかになった．社会で共有されている性役割規範が伝統的であることは，母親を社会から孤

立させてしまうことが示唆された． 
 
 
 
Abstract 
This article explores the effect of mothers’ gender-role attitudes as they manifest in the discrepancy between those of the mother and that 
of the society in which she lives, and how they affect the mothers’ attitudes toward labor participation and reliance on outside support 
regarding child-rearing. The results of the survey conducted on 1,500 child-rearing mothers residing in Itabashi-ku and Kita-ku, Tokyo, 
show the following findings: 1) mothers who define themselves with a conservative gender-role attitude are less likely to participate in 
labor; 2)  mothers who define themselves as having egalitarian gender-role attitudes in a conservative society are more likely to 
participate in labor; 3) mothers who define themselves with an egalitarian gender role attitude are more comfortable with seeking help 
from their partner, parents, and child-rearing professionals; 4)  mothers who define themselves with egalitarian gender-role attitudes in a 
conservative society are less likely to seek help from partners and parents in child-rearing. The findings of the present study provide 
evidence that in a society with conservative gender-role attitudes, the mother is likely to be isolated in child-rearing regardless of her own 
perception of her gender-role attitude. 
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1. 研研究究のの背背景景とと目目的的  

1.1  研研究究のの背背景景 
すべての女性が輝く社会づくりは，少子社会となってい

る我が国での重要課題の一つである．1999 年には男女共同

参画社会基本法が成立し，同法に基づいて，男女共同参画

社会の形成が促進されている．2015 年には「女性の職業生

活における活躍の促進に関する法律（女性活躍推進法）」

が成立した（2019年に一部改正）．同じく 2015年，男女共

同基本法に基づく「第 4 次男女共同参画基本計画」が閣議

決定され，①男女が自らの意思に基づき，個性と能力を十

分に発揮できる，多様性に富んだ豊かで活力ある社会，②

男女の人権が尊重され，尊厳をもって個人が生きることの

できる社会，③男性中心型労働慣行等の変革などを通じ，

仕事と生活の調和が図られ，男女が共に充実した職業生活

その他の社会生活及び家庭生活を送ることができる社会，

④男女共同参画を我が国における最重要課題として位置づ

け，国際的な評価を得られる社会，という 4 つの目指すべ

き社会の姿を挙げた．また，2016 年には「持続可能な開発

目標（SDGs）推進本部」が内閣に設置され，「SDGs の担

い手として次世代・女性のエンパワーメント」を，日本の

SDGs モデルの方向性として謳っている． 
このような国の施策よりも早いスピードで，女性の社会

進出や生き方の変化は進んできた．それは，育児中の女性
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においても言えることで，長子が 6 歳未満の母親の「仕事

あり」の割合は，59.6％と過半数を上回っている[1]．この

背景には様々な要因があるが，女性の生き方に関する価値

観の変化も大きいだろう．女性がどのような役割に自己ア

イデンティティを置いているかに関する柏木・平木[2]によ

れば，母，妻，一人の個人という役割の中で女性がどの役

割を重要と感じているかと言うと，1978年には約 55％を占

めた母役割が，年々重要度を下げ，1986-87年には 3つの役

割がほぼ同割合となり，2006 年には一人の個人という役割

が約 45％を占めるほど拡大し，母親役割は 3 割程度まで縮

小している．結婚し，子どもを持った女性が，母親役割・

妻役割だけではなく，自分自身の人生を生きたいという考

えが拡大してきた． 
 しかしながら，女性の意識は変化しているものの，社会

全体では性別役割分業観が払拭されたとは言い難い．2019
年には，「夫は外で働き，妻は家庭を守るべきである」と

の考え方を問う質問では，「賛成」は 35.0％，「反対」は

59.8％となった[3]．長期的には「賛成」が減少傾向，「反

対」が増加傾向ではあるが，2012 年には「賛成」と「反対」

が逆転したこともあった（その後 2014年に再度反転）．ま

た，「子どもが 3 才くらいまでは，母親は仕事を持たず育

児に専念したほうがよい」という，いわゆる 3 歳児神話を

支持する人の割合は，71.2％に上る[4]．この支持比率は調

査を重ねるごとに減少傾向にはあるものの，「子育ては母

親の役割」という価値観は，依然として社会で受け入れら

れている． 
 育児期女性の就業率は上昇し，保育を希望する子ども数

も増加している．それに伴う保育園の待機児童問題も解決

される兆しは見えず，働く女性が子どもを持ちたいと思っ

たら，出産する前から保育情報を集めて保育園探しをする

といういわゆる「保活」が活発になっている．また，夫婦

と子どもの世帯における 6 歳未満の子を持つ妻・夫の 1 日

あたりの家事（育児含む）時間を見ると，共働き世帯の妻

の家事・育児時間は 6 時間 10 分，夫の家事・育児時間は 1
時間 24分，専業主婦世帯の妻の家事・育児時間は 9時間 25
分，夫の家事・育児時間は 1時間 15分である[5]．妻が職業

を持っていてもいなくても，夫の家事・育児時間にはほと

んど違いはなく，共働き世帯であっても，妻は仕事に加え，

家事・育児の大部分を担わざるを得ない状況にある．これ

は，アーリー・ホックシールド[6]のいう“セカンド・シフ

ト（第 2 の仕事）”であり，共働き家庭の女性にとって家事

や育児などの家庭内労働は，日中の仕事に続く，負担の大

きい仕事となっている．このような社会状況が改善されな

いのは，性別役割分業規範や 3 歳児神話に代表される，女

性が家庭責任を負わねばならないという価値観に大きく影

響を受けている． 
 このような性別役割分業規範は，女性だけに対して親役

割を強制するものでもある．母親が，誰からも協力を得る

ことができず，一人で育児に専念するという「育児の孤立

化」の問題が指摘されて久しい．育児の孤立化は，家庭内

の性別役割分業により，夫の育児参加が少ないことや，地

域の人間関係が希薄化していること，また SNS などのオン

ラインでの人間関係も増えたことによる人とのつながりの

複雑化などが原因としてあげられる．また，育児に対する

責任を感じている母親たちが，育児の支援を周囲に求める

ことができず，一人で抱え込んでしまっていることも考え

られる．日本では，1980 年代から「育児不安」という概念

が登場し，研究が行われ始めた．育児不安が起こる要因に

ついての一連の研究では，母親側の要因や子ども側の特徴，

家族関係などとともに，ソーシャル・サポートやそれに対

する満足感が，母親の育児不安などの否定的感情を和らげ

ることが明らかになっており（文献[7]，[8]，[9]，[10]な
ど），母親がどの程度の育児サポートを得られるかという

ことは，母親の精神的健康にとっても非常に重要な要因で

ある． 
 育児期女性も含めたすべての女性が輝く社会づくりのた

めには，性別役割分業規範にとらわれることなく，男女と

もに希望通りに働くことができる社会，また周囲のさまざ

まな人たちと協力しながら育児を行い，女性のみが家庭役

割を担う現在の社会から脱却することが急務である．この

ことは逆に，男性にとっても，仕事役割だけではなく，家

事・育児に参画し，家庭責任を妻と共に担うことができる

社会である．旧来からの伝統的な性別役割分業規範から新

しい平等主義的価値観に変化する必要がある． 
 
1.2  研研究究のの目目的的 
 本研究では，性別役割分業規範に着目し，現に育児を行

っている母親たちが，どのような性役割態度を持っている

のか，そして，どのような性別役割規範が社会で共有され

ていると感じているかについて取り上げる．そして，母親

自身が持つ性役割態度と社会で共有されている性別役割規

範との間のギャップにより，母親自身の就業行動と，育児

サポート受領行動に，どのような影響を受けているのかを

検討する．社会で共有されている性別役割分業規範から受

けるプレッシャーが，母親の就業行動と育児サポート受領

に与える影響を明らかにする． 
 

2. 研研究究方方法法 

2.1  調調査査のの概概要要 
 本研究では，2019年 5～6月に実施された「子育て中の女

性に向けたアンケート」によって得られたデータを使用す

る．このアンケート調査は，東京都板橋区・北区に在住す

る，第 1 子が 0 歳から 5 歳である女性に対して行われた調

査である．調査項目は，①基本属性，②配偶者，パートナ

ーについて，③同居の子どもについて，④就業状況，⑤退

職前に最後に就いていた仕事，⑥自身の年収，世帯年収，

⑦子育てで得られるサポート，⑧ワーク・ライフ・バラン

ス，⑨4 種類の心理的指標，⑩性役割についての態度，⑪

自分自身についての自由記述，⑫行政への期待，から成る．

本研究では，研究目的に必要な変数を分析に使用する． 
 
2.2  調調査査対対象象者者ととササンンププリリンンググ 

対象者は，東京都板橋区・北区在住の第 1 子が 0 歳から

5 歳である女性 3000 人である．板橋区と北区の住民基本台

帳からの単純無作為抽出を行い，対象者に対して自記式調

査票を郵送にて配布し，郵送にて回収した．有効回収数は

1,459，有効回収率は 48.6％であった． 
 

2.3  変変数数 
(1) 分分析析にに使使用用ししたた変変数数 

本調査ではさまざまな質問をしたが，そのうち本研究で

は，①基本属性（年齢，学歴，子ども数，自分の昨年の収

入，世帯の昨年の収入），②就業状況，③受領している子

育てサポート，④平等主義的性役割態度スケール短縮版，

の変数を使用する． 
(2) 就就業業状状況況 

就業状況を従属変数として回帰式に投入する際，会社経

営者・役員，正社員・正職員，公務員を選んだ場合 1 を取

る「正規労働者ダミー」，パート・アルバイト，契約社
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員・嘱託社員，自営業の家族従事者，内職を選んだ場合に

1 をとる「非正規労働者ダミー」，自営業主・自由業者を

選んだ場合に 1 をとる「自営業主ダミー」，無職を選んだ

場合に 1 を取る「無職ダミー」という変数を作成し，その

３つの変数をそれぞれ従属変数として二項ロジスティック

回帰分析を行った．自営業主については，回答者であては

まる人数が少なかったため，今回の分析からは除外した． 
また，各種育児サポートの受領を従属変数とした回帰式

の独立変数として投入する場合，無職を選んだ場合を基準

として，会社経営者・役員，正社員・正職員，公務員を選

んだ場合 1 を取る「正規労働者ダミー」，パート・アルバ

イト，契約社員・嘱託社員，自営業の家族従事者，内職を

選んだ場合に 1 をとる「非正規労働者ダミー」，自営業

主・自由業者を選んだ場合に 1 をとる「自営業主ダミー」

を独立変数として回帰式に投入した． 
(3) 育育児児ササポポーートト 

配偶者またはパートナー，自分の父母，配偶者またはパ

ートナーの父母，保育園等の専門職，ファミリーサポート

などの地域サービスからの育児の助けになるサポートを，

どの程度得ているかを尋ねた．各サポート源からの育児サ

ポートを「全く得られていない」の 1 から「十分に得られ

ている」の 4 まで 4 段階で評価している．これら育児サポ

ート受領の程度を従属変数とした順序ロジスティック回帰

分析を行った． 
(4) 平平等等主主義義的的性性役役割割態態度度ススケケーールル短短縮縮版版 

鈴木[11]が作成した「平等主義的性役割態度スケール短

縮版（SESRA-S）」を用いて，性別役割分業規範について

尋ねた．これは，性役割に関する平等主義的態度（平等志

向性又は伝統志向性のレベル）を客観的に測定するための

15 項目から成る一次元的な尺度であり，妥当性・信頼性と

もに確認されている．性役割に関する 15項目の質問に対し，

5段階尺度（最低 1点，最高 5点）で回答を求め，項目の合

計得点を尺度得点（最低 15 点，最高 75 点）とする．高得

点を示すほど，性役割に対して平等主義的な態度を有して

おり，得点が低いほど，伝統的な性役割態度を有している

とみなされる． 
 本研究では，乳幼児を育てる母親自身が持つ性役割態度

と，社会で共有されていると考える性役割態度という性役

割の 2側面を測定するため，この尺度を，2つの質問にて尋

ねた．1 つは「次の考え方は，あなた自身の考え方にどの

程度あてはまりますか」という質問で，自分自身が持つ性

役割態度を尋ねた．もう 1 つは，「次の考え方は，あなた

の生きる社会において，どの程度受け入れられていると思

いますか」という質問で，社会で共有されている性役割態

度を尋ねた． 
 
2.4  分分析析方方法法 
 自分自身が持つ平等主義的性役割態度と，社会で共有さ

れている平等主義的性役割の規範との間のギャップが，母

親の就業行動と，育児サポート受領行動にどのような影響

を与えているかを検討した．分析方法は，就業状況を目的

変数とした二項ロジスティック回帰分析と，各育児サポー

トの受領状況を目的変数とした順序ロジスティック回帰分

析であった． 
 
2.5  倫倫理理的的配配慮慮 
 本調査の対象者に対する倫理的配慮として，目的外利用

をしないこと，個人情報の保護，回答は任意であること，

の 3 点につき記載し，対象者にアンケート票とともに郵送

して詳細を知らせた．そして，アンケートに回答，返送し

てもらった時点で，本研究の趣旨や目的，データ利用，個

人情報の保護，倫理的配慮等について理解を得たものとみ

なすことを明示した． 
 また，本調査は，東京家政大学研究倫理委員会に「育児

期女性の自尊感情とレジリエンスについての調査研究」と

して審査申請を行い，承認を受けたものである． 
 

3. 結結果果 

3.1 調調査査対対象象者者のの属属性性 
  調査対象者の属性変数の記述統計は，表 1 の通りであ

る．回答した母親の平均年齢は 35.13 歳で，平均子ども人

数は 1.4 人，子どもの平均年齢は 2.26 歳である．パートナ

ーの平均年齢は 36.99 歳であるが，パートナーがいない者

が 26 人（1.8％）いた．本人を含めた平均同居人数は 2.95
人で，親との同居率は 5.6％であった．最終学歴が大学・大

学院卒である者は 59.2％であった．母親の有業率は 70.0％
で，育児休業中の者は 18.0％であった．正社員・正職員と

して働く者が 52.3％を占める．2018 年に全国で行われた調

査では，末子が 18 歳未満の 2 人親世帯の母親の有業率は

73.1％であり，正社員率は 23.5％である[12]．また，長子が

6 歳未満の母親の「仕事あり」の割合は，全国では 59.6％
である[13]．本調査は第1子が未就学児である母親が対象で

あることを考えると，全国データと比較しても本調査の対

象者の有業率は高く，正社員・正職員率の高さが際立つ． 
昨年度の本人収入の平均値は 224.07 万円であるが，収入

はなかった（0 円）者は 27.2％，無回答者は 9.4％であった．

最頻値は，300 万円（6.6％）であった．昨年度の世帯収入

の平均値は 833.19 万円であるが，収入はなかった（0 円）

者は 0.4％，無回答者は 14.6％であった．パートナーがいな

い母親の世帯収入の平均値は 357.05 万円，パートナーがい

る母親の世帯収入の平均値は 840.96 万円と，大きく開きが

見られた．2018年に全国で行われた調査では，末子が 18歳
未満の 2人親世帯の平均世帯年収は 734.7万円（母親の平均

年齢 40.9 歳）である[12]．今回の調査対象者は，全国的に

見ると，収入が高い傾向が見られる． 
 
 

表 1 調査対象者の属性 
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3.2 自自分分自自身身のの平平等等主主義義的的性性役役割割態態度度とと，，社社会会でで共共有有ささ

れれてていいるる性性役役割割態態度度 
 「平等主義的性役割態度スケール短縮版（SESRA-S）」

[11]を用いて，母親自身の平等主義的性役割態度と，社会

で共有されていると思う性役割態度について尋ねた． 
自分自身の平等主義的性役割規範を尋ねたところ，平均

点は 59.49（範囲：23-75），標準偏差は 9.22 であった．15
項目の質問に対する回答分布は，表 2 の通りである．また，

社会で共有されている性役割態度を尋ねたところ，平均点

は 50.34（範囲：15－75），標準偏差は 10.17 であった．15
項目の質問に対する回答分布は，表 3 の通りである． 
 自分自身の平等主義的性役割態度と社会で共有されてい

るそれを比較すると，社会で共有されている性役割態度の

方が点数が低く，自分自身の性役割規範の方が点数が高い．

これは，自分自身の性役割態度はより平等主義的，社会で

共有されている性役割態度はより伝統的であることを意味

する．質問項目のなかで，両者の間での差が大きかったも

のは，「2 女性の居るべき場所は家庭であり，男性の居る

べき場所は職場である」という質問に対して，「ぜんぜん

そう思わない／あまりそう思わない」という回答は 77.8％
であったが，社会で求められている性役割態度では 43.5％
と，34.3 ポイントの開きがある．また「15 家事は男女の共

同作業となるべきである」では，「まあそう思う／まった

くそのとおりだと思う」という回答は 86.6％であったが，

社会で求められている性役割態度では 55.2％と，31.4 ポイ

ントの開きがある． 
 
 

表 2 自分自身の平等主義的性役割態度 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表 3 社会で共有されている平等主義的性役割態度 
 

 
 
 

次に，母親自身の平等主義的性役割態度と，社会で共有

されている性役割規範とのギャップを見るため，「（母親

自身の平等主義的性役割態度得点）－（社会で共有されて

いる平等主義的性役割態度得点）」を算出した．値がプラ

スであれば，自分自身の性役割態度の方が平等主義的であ

り，社会に伝統的な性役割規範を感じているということで

あり，逆に値がマイナスであれば，自分自身が考える性役

割態度の方が伝統的であり，社会の方がより平等主義的性

役割規範を持っているということを意味する．算出した結

果，平均値は 9.14（範囲：-24～60）であり，標準偏差は

11.45 であった． 
 そして，社会で共有されている性役割態度と母親自身の

平等主義的性役割態度のギャップ諸変数との関連性を検討

するため，算出した得点をもとに，対象者を 4 群にグルー

プ分けをした．その結果が表 4 である．算出した得点がマ

イナスの値を示し，自分自身の性役割規範よりも社会で共

有されている性役割態度の方が平等主義的である者は「伝

統的性役割群」とした（11.7％）．算出した得点が±2 点の

範囲内で，自分の性役割規範と社会で共有されている性役

割態度がほぼ同じ者を「ギャップなし群」とした

（20.8％）．算出した得点がプラス 3～11 点の範囲で，自

分自身の性役割規範の方が社会で共有されている性役割態

度よりもやや平等主義的で，社会から伝統的性役割規範を

感じている者を「低プレッシャー群」とした（30.0％）．

そして，算出した得点がプラス 12点以上を示し，自分自身

の性役割規範の方が社会で共有されている性役割態度より

も平等主義的で，社会から伝統的性役割規範を強く感じて

いる者を「高プレッシャー群」とした（37.5％）．社会で

共有されている性役割態度よりも伝統的な性役割態度を持

つ者と，両者にほぼギャップがない者は，合わせて約 3 分

の 1にとどまった．3分の 2以上の母親が，社会で共有され

ている性役割規範よりも平等主義的な態度を持つことが示

された． 
表 4 性役割態度のギャップによるグループ分類 
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3.3 平平等等主主義義的的性性役役割割態態度度がが，，母母親親のの就就業業状状況況にに与与ええるる

影影響響 
 年齢，学歴，子ども数，昨年の世帯年収，各育児サポー

トの受領状況，自分自身の平等主義的性役割態度，自分自

身と社会との平等主義的性役割態度のギャップという独立

変数と，正規労働者，非正規労働者，無職の各ダミー変数

という従属変数の間に関連性があるかを，二項ロジスティ

ック回帰分析によって検討した．その結果が，表 5 である． 
 分析の結果，正規労働者ダミー，非正規労働者ダミーと

有意に関連があった変数はともに，学歴，昨年度の世帯収

入の 2 変数であった．大学・大学院卒であると，中学・高

校卒よりも正規労働者となる確率が 2.986 倍高く，逆に非

正規労働者では，0.311 倍と減少する．世帯収入は，1 万円

多くなると正規労働者となる確率が 1.002 倍高く，非正規

労働者となる確率が 0.997 倍と減少する．無職ダミーと有

意に関連があった変数は，年齢，子どもの人数，昨年度世

帯収入，専門職からのサポート，地域からのサポート，自

分自身の平等主義的性役割態度，自分と社会との平等主義

的性役割態度のギャップの 7 変数であった．年齢は高くな

るほど無職が増え，29 歳以下と比較して 35～39 歳では

1.949 倍，40 歳以上では 3.045 倍と増加する．子どもが 1 人

増えるごとに 1.933 倍無職が増加する．昨年度の世帯収入

では，1 万円増加するごとに無職は 0.999 倍となる．専門職

からのサポートは，受領するほど無職は 0.446 倍と減少し，

それに対して地域からのサポートは，受領するほど 1.284
倍無職が増加する．母親自身の平等主義的性役割態度は負

の関連が見られ，性役割態度が平等主義になるほど無職は

0.929倍と減少する．母親自身と社会の平等主義的性役割態

度のギャップでは，伝統的性役割群と比較して，ギャップ

なし群では 2.662 倍無職が増加し，低プレッシャー群では

2.647 倍無職が増加し，高プレッシャー群では 3.167 倍無職

が増加する．つまり，自分の性役割態度が社会で考えられ

ているよりも平等主義的であったとしても，社会から求め

られている性役割態度が伝統的であると強く感じるほど，

就業しないという結果である．母親たちは，社会からの伝

統的な性役割規範を敏感に感じ取り，それが就業行動に影

響を及ぼしていると言えよう． 
 
3.4 性性役役割割態態度度がが育育児児ササポポーートト受受領領にに与与ええるる影影響響 
 次に，母親自身の平等主義的性役割態度と，母親自身と

社会の平等主義的性役割態度とのギャップが，母親自身が

受領する育児サポートと関連があるかを，各育児サポート

を従属変数とし，年齢，学歴，子ども数，就業状況，昨年

度の自己収入，昨年度の世帯収入，受領している育児サポ

ート，自分自身の平等主義的性役割態度，社会と自分の平

等主義的性役割態度のギャップを独立変数とした順序ロジ

スティック回帰分析によって検討した．その結果が表 6 で

ある． 
 分析の結果，有意であった独立変数は，配偶者・パート

ナーからの育児サポート受領では，実父母からのサポート，

義父母からのサポート，専門職からのサポート，自分自身

の平等主義的性役割態度，自分と社会の平等主義的性役割

態度ギャップの 5 変数であった．実父母からの育児サポー

ト受領では年齢，昨年度の自己収入，自分と社会の平等主

義的性役割態度ギャップであった．義父母からの育児サポ

ート受領では，年齢，子どもの人数，配偶者・パートナー

からのサポート，実父母からのサポートの 4 変数であった．

専門職からの育児サポート受領では，年齢，子ども数，配

偶者・パートナーからのサポート，自分自身の平等主義的

性役割態度の 4 変数であった．地域からの育児サポート受

領では，義父母からのサポートのみであった．年齢は，実

父母からのサポート義父母からのサポートでは負の関連，

専門職からのサポートでは正の関連が見られ，親からのサ

ポートは若いほど受領しており，専門職からのサポートは

年齢が上昇するほど受領していた．子ども数は，義父母か

らのサポート，専門職からのサポートともに，正の関連が

見られ，子どもが多くなるほど育児サポートを受領してい

た．また，育児サポート間にも関連性が見られ，配偶者・

パートナーからのサポート受領は，実父母，義父母，専門

職からのサポートと正の関連が見られた．実父母からのサ

ポートは，配偶者・パートナーと義父母からのサポートと

正の関連が見られた．義父母からのサポートは，配偶者・

パートナーからと実父母からのサポートと正の関連が見ら

れた．専門職からのサポートは，配偶者・パートナーから

のサポートと正の関連が見られた．地域からのサポートは，

義父母からのサポートと正の関連が見られた．これらはす

べて正の関連であり，各サポートを受領する要因が，誰か

からのサポートを受領できないからというトレード・オフ

の関係なのではなく，どこかからサポートを受領できてい

る人は，それ以外のサポート源からも支援があるという関

係性が見られた．自分自身の平等主義的な性役割態度は，

配偶者・パートナーからのサポート，実父母からのサポー

ト，専門職からのサポートと正の関連が見られ，母親自身

の性役割態度が平等志向であるほど，サポートを受領して

いた．自分自身と社会の平等主義的性役割態度のギャップ

は，パートナーからのサポート，実父母からのサポートと

負の関連が見られ，自分は平等主義的でも社会はそうでは

ないと認識しているほど，育児サポートを受領していない

という結果であった．母親自身が平等主義的な態度であれ

ば，配偶者・パートナーや実父母，専門職からの育児サポ

ートを増加させる影響があるが，社会から求められている

性役割態度よりも自分自身の性役割態度の方が平等主義的

で，その差が大きいほど，配偶者・パートナーや実父母か

らのサポートを受けていないのである．つまり，社会から

求められている母親としての性役割を果たすべく，周囲か

らのサポートを得ないで，孤立して子育てに従事している

可能性が高いと考えられる． 
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4. 考考察察 

 本研究では，社会で共有されている性別役割分業規範と

母親自身の性役割態度が，母親たちの就業と育児サポート

の受領にどのように影響を与えているかを検討し，性別役

割分業規範の影響について検討することを目的とした．母

親自身の平等主義的性役割態度と，母親自身と社会の平等

主義的性役割態度とのギャップを独立変数として，母親の

就業行動と育児サポートの受領行動という従属変数との間

で回帰分析を行った．その結果，①母親自身の性役割態度

よりも，社会で共有されている性役割態度の方が伝統的で

ある，②母親自身の平等主義的性役割態度，母親の平等主

義的性役割態度と社会のそれとの間のギャップが影響を与

えている就業行動は無職のみであり，母親自身の性役割態

度が平等主義になるほど無職は減少した．また，自分の性

役割態度が社会で考えられているよりも平等主義的であっ

たとしても，社会で共有されている性役割態度が伝統的で

あると強く感じるほど，就業しない，③母親自身の性役割

態度が平等主義的であるほど，配偶者，実父母，専門家か

らの育児サポート受領が多くなる．また，自身の性役割態

度が平等主義的で社会で共有されている性役割態度が伝統

的であるというギャップが大きいほど，配偶者，実父母か

らの育児サポート受領は減少する，ということが明らかに

なった． 
 本研究で最も重要な知見は，これまで先行研究

[14][15][16][17]などで指摘されていた通り，母親自身の平

等主義的な価値観が母親自身が職業を持つことに影響を与

えていただけではなく，母親の性役割態度と社会のそれと

の間のギャップもまた，就業行動や育児サポート受領に影

響を与えていたということである．母親が自分自身の性役

割態度と社会のそれのギャップが大きく，たとえ自分は平

等主義的な性役割態度だとしても，社会では伝統的な性役

割規範が共有されていると認識すると，就業したいと考え

ていても就業しないという行動を選択するのである．また，

同じくそのギャップが大きいほど，配偶者や実父母，専門

家からの育児サポートを受領しない傾向が見られたのであ

る．このことは，社会に蔓延する伝統的性別役割分業規範

が，たとえ母親自身が平等主義的であったとしても，就労

したり，周囲のサポートネットワークから育児のサポート

を得たりすることを，ためらわせてしまう，ということを

意味する． 
現在，さまざまな場面で「女性のエンパワーメント」を

促進する取り組みが行われている．女性の社会参加を促進

するような意識づくりや，社会で役立つ知識や技能の修得，

また，女性の社会参加が可能となるような法制度の整備な

どがある．今回の結果を見ると，女性に対するエンパワー

メント促進の取り組みを行うことはもちろんのこと，女性

のエンパワーを保障するものとして，社会における性別役

割分業規範の解消もまた，同時に進めるべく重要な課題で

あることが改めて確認された．女性に対する教育・啓蒙が

重要であることは言うまでもないが，それだけでは，女性

の社会参画が進まないのである．さらに，母親が社会の伝

統的性別役割規範を感じ取り，伝統的規範に基づいて母親

役割を遂行しようとすると，必要な育児サポートを受領で

きないことも示唆された．門田[18]では，母性信仰度と配

偶者の家事参加との間には関連性があるが，育児は家事よ

りも評価されやすく，また参加もしやすいため，家事より

も優先するとの指摘があった．本研究では家事については

検討しなかったが，配偶者や実父母といった肉親からの育

児サポートは，社会で共有されている性別役割分業規範と

の関連が見られ，自分の平等主義的性役割態度と比較して

伝統的である場合，受領しない傾向にあった． 
これらの結果から分かることは，乳幼児の母親が仕事を

継続したり，その反対に退職して育児に専念することも，

育児に誰かの助けを得ることも，母親自身の考えだけに従

って行われるわけではない，ということである．母親たち

は，自分の性役割観だけではなく，社会の性役割規範も敏

感に察知して反応し，伝統的規範が求められていると感じ

ると，自分が平等主義的性役割態度を持っていても，仕事

を継続しなくなる．育児サポートを得ることも減少する．

そして，社会とのつながりが減少し，母親ひとり，孤立し

た育児に追い込まれていく． 
社会で共有されている性役割規範を平等的なものとする

ために，さまざまな取り組みが行われている．育児休業を

男性も取りやすくする制度改革とそれに従う各事業所での

取り組み，国や自治体による啓蒙活動，NPO 等による男性

の家事育児参加を促進するための活動，次世代への教育，

などである．これらをますます活性化し，社会の持つ性役

割規範の平等化へのスピードを上げないと，いつまでも女

性は育児によって就業継続をあきらめ，孤立した育児にも

サポートを得られない状況が続く． 
女性のみに家庭責任を背負わせるのではなく，男女とも

に家事・育児・介護と仕事を分担し，バランスよく行うた

めに必要なことが，「令和2年版男女共同参画白書」[19]に
まとめられている．そこでは，“男性に期待されている

「仕事」の在り方や男性自身の「仕事」への向き合い方の

変革と併せて，男性の「家事・育児・介護」への参画を進

めていくことが必要”，“「家事・育児・介護」を家庭内で

分担するのみならず，担い手の多様化や多様な外部サービ

スの活用等が重要．”と記述されている．男性の家庭への

参画，育児を家庭内だけではなく外部サービスの活用は，

女性の価値観が平等主義的になるだけでは促進されない．

どのように社会全体の意識改革をスピード感を持って進め

ていくか，改めて考える必要があるだろう． 
最後に，今後の研究課題を 2 点述べておく．第一に，本

研究では女性のみを対象としており，男性の平等主義的性

役割態度や実際の育児サポートについては分からないとい

うことである．女性からの視点での社会における性別役割

規範を把握することはできたが，では，女性に育児を担わ

せる方向に向かうような性別役割分業規範を，育児中の男

性がどのようにとらえているのかということは，育児期の

夫婦関係や家事育児の協力体制を考えても，把握しなけれ

ばならない重要な課題である．家庭運営は，女性一人で行

っていることではない．母親の行動に性別役割分業規範が

与える影響についてより細かい把握をするためには，男性

をサンプルに含めた調査が必要であろう．次に，調査地に

ついてである．本文中にも記載したが，本研究は東京 23区
内で行われており，対象者の大卒比率，正社員比率，平均

年収は，全国データと比較して高い．今回の結果が東京都

内だけの傾向なのか，それとも日本の別の地方でも当ては

まるか，検討する必要があるだろう．とくに地方では性別

役割分業規範が強く残存しており，それが母親の就業行動

や育児サポートの受領に与える影響もまた異なるだろう．

今後の研究課題としたい． 
 
 
 付付記記  本調査は，特別区長会調査研究機構での令和元年

度調査研究「自尊感情とレジリエンスの向上に着目した，

育児期女性に対する支援体制構築に向けての基礎研究」

（提案区：板橋区）による調査の一部である． 
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[8] 
 

調査にご協力いただいた皆様に，この場を借りて感謝申

し上げます． 
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